
 

介 護 保 険 最 新 情 報 

 

 

 

 

 

Vol.４５４    

平成２７年４月１日 

厚 生 労 働 省 老 健 局 

高齢者支援課・振興課・老人保健課 
 

貴関係諸団体に速やかに送信いただきますよう

よろしくお願いいたします。 

各都道府県介護保険担当課（室） 
各 市 町 村 介 護 保 険 担 当 課 （ 室 ） 
各 介 護 保 険 関 係 団 体  御 中 

← 厚生労働省 老健局高齢者支援課・振興課・老 人 保 健 課 

今回の内容 
 

「平成 27 年度介護報酬改定に関する Q＆A（平成 27

年４月１日）」の送付について 

計６５枚（本紙を除く） 

連絡先  T E L  : 03-5253-1111(内線 3971、3937、3949) 

FA X  : 03-3503-7894 
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【居宅介護支援】 

○居宅介護支援費について 

問１８０ 居宅介護支援費（Ⅰ）から（Ⅲ）の区分については、居宅介護支援と介護予防

支援の両方の利用者の数をもとに算定しているが、新しい介護予防ケアマネジメントの

件数については取扱件数に含まないと解釈してよいか。 

（答） 

貴見のとおりである。 

 

○運営基準減算について 

問１８１ 新たに「担当者に対する個別サービス計画の提出依頼」が基準に定められたが、

当該基準については、運営基準減算の対象となる「居宅介護支援の業務が適切に行われ

ない場合」が改正されていないことから、減算の対象外と考えてよいか。 

（答） 

運営基準減算の対象ではないが、個別サービス計画の提出は、居宅介護支援事業所と

指定居宅サービス等の事業所の意識の共有を図る観点から導入するものであることから、

その趣旨目的を踏まえ、適切に取り組まれたい。 

 

問１８２ 特定事業所集中減算についての新しい基準は、平成 27 年９月１日から適用とあ

るが、現在 80％を超えている事業所が、減算適用されることになるのは、平成 27 年度前

期（平成 27 年３月から８月末まで）の実績で判断するのではなく、平成 27年度後期（平

成 27年９月から２月末まで）の実績で判断するということでよいか。 

（答） 

貴見のとおりである。平成 27年度後期の実績を元に判断し、減算適用期間は、平成 28

年４月１日から９月 31日までとなる。 

 

問１８３ 今般の改正で、体制等状況一覧表に特定事業所集中減算の項目が追加となった

が、判定の結果、特定事業所集中減算の適用となった場合又は減算の適用が終了する場

合は、体制等状況一覧表の提出はいつになるか。 

（答） 

体制等状況一覧表に特定事業所集中減算の項目が追加となったため、平成２７年４月

サービス分からの適用の有無の届出が必要となる。また、新たに減算の適用になった場

合は、特定事業所集中減算の判定に係る必要書類の提出と同日の９月 15 日又は３月 15

日までの提出が必要となる。また、減算の適用が終了する場合は、直ちに提出が必要と

なる。 

 

問１８４ 特定事業所加算は、今般の改正により２段階から３段階へ見直しとなったが、


